
設計条件の設定と、設計業者選定プロポーザルについて 
 
■計画指針 

計画テーマ 現庁舎敷地における行政ゾーンの形成 

取組項目 工期短縮（より早く）、事業費抑制（より安く） 

※竣工時期を、2025 年度から 2024 年度へ前倒し 
 
■財源構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■建設スケジュール 
 
 
 
 
 

 
 
■設計条件の設定 
 （１）県総合庁舎機能の市庁舎への移転（行政ゾーンの形成） 
 （２）議会棟の継続使用 

    ・耐震性がある議会棟については、新庁舎に将来議会フロアに転用可能な空間を計画
したうえで継続使用し、ライフサイクルコストを抑える。 

 （３）文化福祉会館機能の複合化 
    ・文化センターと社会福祉協議会（福祉センター）を移転。 
      ※文化センターのうち、市民の利用が多い講座室等は、中心市街地への移転、整

備を検討。 
    ・跡地は、防災公園や駐車場として活用。 
 

■プロポーザル 
（１）スケジュール（案） 

6 月 ７月 ８月 ９月 １０月～３月 
     

 
（２）主な特記仕様 

   ・規模（延床面積） 
     約１９，９００㎡ うち、庁舎スペース 約１６，４００㎡（執務環境調査による） 
                 文化センター  約２，０００㎡（現行:２，０４０㎡） 
                   ※市民利用スペース:５００㎡を含む。 
                 福祉センター  約１，５００㎡（現行:１，４５８㎡） 
   ・議会棟関連 
     現在の議会棟を継続使用するに当たり、新庁舎の中に、将来議会フロアに転用可能な

スペース（約１，６００㎡:執務環境調査による）を計画する。 
 
（３）審査委員会について 

   ・委員は、学識経験者や市民を含めた７名で構成。（うち、行政は県と市から各１名） 
 
（４）市民の要望の聴き取り 

   ・ワークショップ等を開催し、市民の要望を聴き取り、分析。（３回程度） 
   ・基本設計（案）に対するパブリックコメントの実施。 
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市庁舎 95 億円 

 

基金 
35 （市負担 42） 

市債 60 効果額 

9 4 

市の実質負担＝77 億円 

市庁舎 95 億円 

市の実質負担＝85 億円 

110 億円（市庁舎＋市民サービスの向上） 

基金 
35 （市負担 42） 

市債 60 

(市負担 8) 

(交付税 7) 

【試算３】文化福祉会館機能の複合化 

【試算２】地方財政対策の拡充＋計画指針（議会棟継続使用＋仮設費ゼロ） 

効果額の一部を 
市民サービスの向上へ 

効果額:約 30 億円 
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【試算１】当初（H30.8） 

 
15 

108 億円 

基金 
35 

市債 
58 

市の実質負担＝108 億円 

庁舎建設調査特別委員会資料 
令和元年（2019 年）5 月 


